
  

    図表１－(２)－② 

女性の年齢階級別労働力率（国際比較）
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（備考）内閣府「男女共同参画白書（平成18年版）」による。 

 

政府においては、平成６年の「エンゼルプラン」策定以降、各種の少子化対策が

講じられてきたが、目立った成果は上がっていない。国の保育制度に関しては、依

然残る「措置」の発想の下、画一的・硬直的な公的保育が実施されているのが現状

である。平成19年末に終了した「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議

が取りまとめた重点戦略に基づき、「包括的な次世代育成支援の枠組みの構築」の

ための議論の場は、厚生労働省の社会保障審議会少子化対策特別部会に移された。

現在、同部会において、次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた議

論が進められている。 

当会議では、前身の会議以降、一貫して主張してきたとおり、幼保一元化を見据

えた保育制度の抜本的な改革が必須であり、同時に、多様なニーズに応える様々な

子育て支援サービスを多面的に拡充していくことが重要かつ急務であると考える。

改革の推進に当たっては、次の３つの視点を踏まえ、以下に掲げる施策を早急に講

じる必要がある。 

３つの視点 

○ 質の確保と量の拡大を図る効率的な事業運営 

○ 多様化する利用者ニーズに応えるサービスの提供 

○ 官民事業者のイコールフッティングの実現 
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